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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ダイオキシンを含む飛灰と、カルシウムを１０質量％以上４０質量％未満含み且つセメ
ント製造設備から排出される排ガス中に含まれるダストとを混合して混合物を得る混合工
程と、
　前記混合物をダイオキシンの分解温度以上で加熱する加熱処理工程と、
　前記加熱された混合物を洗浄する洗浄工程とを備えており、
　前記混合工程では、前記混合物中のダストに起因するカルシウムの含有量が１．１質量
％以上４．４質量％以下となるように前記飛灰と前記ダストとが混合される飛灰の無害化
処理方法。
【請求項２】
　前記混合工程では、前記混合物中のカルシウムの含有量が１５質量％以上３５質量％以
下となるように前記飛灰と前記ダストとが混合される請求項１に記載の飛灰の無害化処理
方法。
【請求項３】
　前記ダストが、セメントキルンから排出された排ガス中に含まれるダストである請求項
１又は２に記載の飛灰の無害化処理方法。
【請求項４】
　前記混合工程において、前記混合物中にダストが５質量％以上４０質量％以下含まれる
ように前記飛灰とダストとを混合する請求項１乃至３の何れか一項に記載の飛灰の無害化
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処理方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ダイオキシンを含む飛灰の無害化処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ごみ処理設備においてごみを焼却する際に発生する焼却排ガス中に含まれる飛灰は、ダ
イオキシン等の有害物質を含む場合がある。近年、廃棄物を低減する目的で、飛灰をセメ
ント原料等として利用することが行なわれているが、飛灰を利用するにあたり、飛灰中の
ダイオキシン等の有害物質を除去して無害化する必要がある。
　飛灰からダイオキシンを除去する方法としては、飛灰をダイオキシンの分解温度以上の
温度で加熱処理することが行われている。しかしながら一般的に、ダイオキシンを分解す
る温度は３５０℃以上の高温であり、かかる高温で飛灰を加熱すると、飛灰が固化して、
加熱装置内部等に付着して、装置が損傷するおそれがある。
　そこで、このような飛灰の無害化処理において、飛灰に固化を防止する成分を混合して
から、加熱処理することが行われている。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、飛灰に消石灰を混合してからヒーティングドラムで加熱処理
することが記載されている。
　特許文献２には、水酸化カルシウムを飛灰に添加してから、加熱処理することが記載さ
れている。
【０００４】
　特許文献１及び２に記載されている方法によれば、飛灰に消石灰や水酸化カルシウムを
混合してから加熱することで、飛灰が固着することを低減することができる。
　しかしながら、消石灰や水酸化カルシウムは水分を吸収すると固まる性質があるため、
通常の保存状態のままでは、流動性が悪く、飛灰に混合する作業が困難である。従って、
予め、乾燥空気で乾燥させる等の乾燥処理を行なってから、使用することが必要であり手
間がかかるという問題があった。あるいは、流動性が悪いことから飛灰に均一に混合しに
くいことを見越して、確実に固化を防止するために、消石灰や水酸化カルシウムの飛灰へ
の混合量を多めに設定する必要がある。
　消石灰や水酸化カルシウムを、必要以上に多く飛灰に混合した場合には、加熱処理後の
飛灰にもカルシウムが残留することになる。加熱処理後の飛灰は、通常洗浄液等で洗浄さ
れるが、カルシウムが多く残留した飛灰を洗浄すると、洗浄液中にカルシウムが多く溶解
することになり、洗浄装置や配管などにカルシウムが析出しやすくなる、という問題があ
った。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第４５３０３３６号公報
【特許文献２】特許第４６６１５７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　そこで、本発明は、上記のような従来技術の問題点に鑑みて、簡単に飛灰の固化を低減
することができ、及び、加熱処理後の飛灰における残留カルシウム量を低減できる飛灰の
無害化処理方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
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　本発明にかかる飛灰の無害化処理方法は、ダイオキシンを含む飛灰と、カルシウムを１
０質量％以上４０質量％未満含み且つセメント製造設備から排出される排ガス中に含まれ
るダストとを混合して混合物を得る混合工程と、前記混合物をダイオキシンの分解温度以
上で加熱する加熱処理工程と、前記加熱された混合物を洗浄する洗浄工程とを備えており
、前記混合工程では、前記混合物中のダストに起因するカルシウムの含有量が１．１質量
％以上４．４質量％以下となるように前記飛灰と前記ダストとが混合される。
 
【０００８】
　前記混合工程では、前記混合物中のカルシウムの含有量が１５質量％以上３５質量％以
下となるように前記飛灰と前記ダストとが混合されてもよい。
 
【００１０】
　本発明の飛灰の無害化処理方法では、ダイオキシンを含む飛灰と、カルシウムを１０質
量％以上４０質量％未満含み且つセメント製造設備から排出される排ガス中に含まれるダ
ストとを混合して混合物を得る混合工程と、前記混合物をダイオキシンの分解温度以上で
加熱する加熱処理工程とを備えていることにより、飛灰が加熱処理時に固化することを抑
制できる。また、前記ダストを飛灰に混合することにより、加熱処理後の飛灰の残留カル
シウムを低減することができる。よって、その後の洗浄工程において、洗浄液に溶出する
カルシウムを低減することができ、装置等へのカルシウムの析出を抑制できる。
　また、セメント製造設備から排出されるダストを用いるため、特別な処理を施さなくて
も比較的流動性が良好であり、飛灰に均一に混合することが容易にできる。
【００１１】
　前記ダストが、セメントキルンから排出された排ガス中に含まれるダストであってもよ
い。
【００１２】
　セメントキルンから排出された排ガス中に含まれるダストは、特に、微細なダストであ
り、より乾燥された状態で得られやすい。従って、より流動性が良好であり、飛灰に均一
に混合しやすい。
【００１３】
　前記混合工程において、前記混合物中にダストが５質量％以上４０質量％以下含まれる
ように前記飛灰とダストとを混合してもよい。
【００１４】
　前記混合物中にダストが５質量％以上４０質量％以下含まれるように前記飛灰とダスト
とを混合することで、加熱処理後の飛灰が固着することを十分に低減でき、且つ、処理後
の飛灰中の残留カルシウムを抑制できる。
【発明の効果】
【００１５】
　以上のように、本発明にかかる飛灰の無害化処理方法によれば、簡単に飛灰の固化を低
減することができ、及び、加熱処理後の飛灰における残留カルシウム量を低減できる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】飛灰の加熱温度による硬度の違いを示すグラフ。
【図２】水酸化カルシウムを混合した飛灰の硬度を示すグラフ。
【図３】脱塩バイパスダストを混合した飛灰の硬度を示すグラフ。
【図４】電気集塵機ダストを混合した飛灰の硬度を示すグラフ。
【図５】試験方法を示す該略図。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明にかかる実施形態について説明する。
　本実施形態にかかる飛灰の無害化処理方法は、ダイオキシンを含む飛灰と、カルシウム
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を１０質量％以上４０質量％未満含み且つセメント製造設備から排出される排ガス中に含
まれるダストとを混合して混合物を得る混合工程と、前記混合物をダイオキシンの分解温
度以上で加熱する加熱処理工程と、前記加熱された混合物を洗浄する洗浄工程とを備えて
いる。
【００１８】
（飛灰）
　焼却灰は、一般的に、焼却炉の底部などから回収される焼却主灰（ボトムアッシュ）と
焼却排ガス中に浮遊する飛灰（フライアッシュ）に分けられる。前記飛灰は、煤、灰など
焼却排ガス中に浮遊する固体の粒子状物質であって、集塵灰、ボイラー、ガス冷却室、再
燃焼室等で捕集されるものである。
　本実施形態の方法で処理される飛灰は、都市ごみ、産業廃棄物などを処理するごみ処理
設備において発生する燃焼排ガスに、中和剤を添加することで発生する煤塵である。前記
飛灰は、廃棄物を減少する目的で種々の目的で再利用することができ、特に、セメント原
料として利用することが好ましい。
　飛灰には原料であるごみなどに由来するダイオキシンを含む場合があるため、セメント
原料等として利用する場合には、ダイオキシンを除去する必要がある。
【００１９】
（ダスト）
　本実施形態において、前記飛灰に混合されるダストは、カルシウムを１０質量％以上４
０質量％未満含み、セメント製造設備の排ガス中に含まれるダストである。
　前記ダストとしては、セメント製造設備の排ガス、例えば、セメントキルンから排出さ
れた排ガス中に含まれるダスト等が挙げられる。
　前記セメントキルンから排出される排ガスとは、例えば、セメントキルンの窯尻と仮焼
炉を含む熱交換装置との間の位置にあたる位置に配置されたライジングダクト、脱塩バイ
パスダスト等から排気されたガス、前記予熱機を含む熱交換器から排気されたガス、など
が挙げられる。
　前記各箇所から排気された排ガスは、サイクロン、バグフィルター、電気集塵機等の固
体と気体とを分離する手段によってガス中の固形成分と、気体成分とに分離され、前記固
形成分がダストとして得られる。
　例えば、前記脱塩バイパスから排出されたガスは、バグフィルター、その他の分離手段
によって、固体成分と気体成分とが分離され、固体成分は脱塩バイパスダストとして回収
される。
　また、前記熱交換器から得られたガスは、電気集塵機によって、固体成分と気体成分と
が分離されて、固体成分は電気集塵ダスト（以下、ＥＰダストともいう）として回収され
る。また、電気集塵機と、気体成分を排出する煙突との間に設けたバグフィルターによっ
てＥＰダストよりもさらに微細な微粉が回収される。
　本実施形態において、前記ダストとしては、これらの脱塩バイパスダスト、電気集塵機
ダスト、及び微粉等を用いることができる。
【００２０】
　前記セメントキルンからの排ガス中に含まれているダストは、酸化カルシウム等のカル
シウム化合物を含み、ダスト中のカルシウム含有量は、Ｃａとして、１０質量％以上４０
質量％未満程度である。
　ダストが前記脱塩バイパスダストである場合には、一般的には、ダスト中のカルシウム
含有量は、Ｃａとして、１０質量％以上４０質量％未満程度であり、前記ＥＰダストであ
る場合には、一般的には、ダスト中のカルシウム含有量は、Ｃａとして、２０質量％以上
４０質量％未満程度である。
【００２１】
　尚、本明細書においてダスト中のカルシウム含有量は、イオンクロマトグラフ法、ＩＣ
Ｐ発光分光分析法、原子吸光分析法等によって測定される量をいい、具体的には後述する
実施例に記載する方法で測定される量である。
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【００２２】
　本実施形態で使用される前記ダストは、セメント製造設備の排ガス中に含まれるダスト
であり、通常高温の排ガス中から分離されたダストであるため、乾燥された状態でガスか
ら分離される。よって、特に、乾燥処理等を施さなくとも、高い流動性を有している。
　特に、前記脱塩バイパスダスト、ＥＰダストは、乾燥された状態で得られやすく、且つ
微細な粒子であるため、より流動性の高いダストである。よって、本実施形態のダストと
して適している。
【００２３】
《混合工程》
　本実施形態の飛灰の無害化処理方法では、まず、前記ダイオキシンを含む飛灰と、カル
シウムを１０質量％以上４０質量％未満含み、セメント製造設備の排ガス中に含まれるダ
ストとを混合して混合物を得る混合工程を実施する。
【００２４】
　飛灰は、ごみ処理施設などから運搬された飛灰を、貯留タンクなどに保管しておき、混
合装置へ前記貯留タンクから所定の量を導入してもよい。
　前記混合装置としては、例えば、バッチ式混合機であるヘンシェルミキサー（日本コー
クス工業製）、ナウターミキサー（ホソカワミクロン社製）、バッチ及び連続式混合機プ
ロシェアミキサー（大平洋機工社製）等の公知の混合装置が挙げられる。
　一方、ダストは、排ガスから分離直後のもの、あるいは、分離後、密閉空間に保管され
たものを前記混合装置へ導入することが流動性を維持する観点から好ましい。
　さらに、前記ダストは、エアなどを用いて圧送することで、前記混合装置へ導入しても
よい。かかる圧送によってダストを導入することで、ダストの流動性をより向上させるこ
とができる。
　前記混合装置は、例えば、セメント製造設備内に配置しておき、前記ダストを混合装置
が配置されたセメント製造設備内で発生するダストを用いてもよい。かかる場合には、ダ
ストの移送コストが低減できるという利点がある。
【００２５】
　前記混合物中のダストの量は、例えば、５質量％以上４０質量％以下、好ましくは１０
質量％以上３０質量％以下程度である。
　ダストの混合量が５質量％以上４０質量％以内であることで、加熱処理後の飛灰が固着
することを十分に低減でき、且つ、処理後の飛灰中の残留カルシウムを抑制させることが
できる。
　また、前記ダストは流動性が良好であるため、均一に混合することが容易にできる。従
って、飛灰に対するダストの量を必要以上に多くすることなく、確実に飛灰の固化を低減
することができる。
　本実施形態において、前記飛灰とダストとの混合物中のカルシウムは、Ｃａ量として、
例えば、１５．０質量以上３５．０質量％以下、好ましくは、２２．５質量％以上２６質
量％以下程度であることが好ましい。
【００２６】
　本実施形態において、飛灰とダストとを混合する条件としては、例えば、バッチ式混合
装置（プロシェアミキサー等）を用いる場合には、温度５℃～４０℃で、回転数５０～５
００ｒｐｍ、１分間～６０分間混合することが好ましい。
【００２７】
　本実施形態では、前記ダストを飛灰に混合するため、ダストの流動性が良好であり、従
って、ダストと飛灰とが均一に混合された混合物を得ることができる。
【００２８】
《加熱処理工程》
　次に、前記混合物をダイオキシンの分解温度以上で加熱する加熱処理工程を実施する。
　前記混合物を、加熱処理を行なうための加熱装置に移送する。
　前記加熱装置としては、例えば、ＪＦＥハイクリーンＤＸ（ＪＦＥエンジニアリング社
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製）、ロータリーキルン（ジェイテック社製）、マイクロ波ダイオキシン無害化装置（日
本スピンドル製造社製）のような公知の加熱装置が挙げられる。
【００２９】
　加熱処理工程における、飛灰の加熱温度は、ダイオキシンが分解される温度以上であれ
ばよい。
　一般に、ダイオキシンは、酸素存在雰囲気下では８００℃以上の高温、酸素欠乏雰囲気
下では３５０℃～３８０℃以上の高温で、分解されることが知られている。
　従って、本実施形態の加熱処理工程においても、前記温度以上で加熱することが好まし
い。具体的には、酸素欠乏雰囲気下４００℃以上５００℃以下程度の加熱温度であること
が好ましい。
　尚、前記酸素欠乏雰囲気下とは、酸素濃度が１体積％以下程度である雰囲気をいう。
【００３０】
　一方、飛灰は、３００℃以上で加熱すると、固化が始まり、４００℃を超えると急激に
固化が進むことが知られている。
　これは、以下のような理由によるものと考えられている。
　すなわち、飛灰を加熱すると、飛灰中のＣａ（ＯＨ）２が、同じく飛灰中のＣａＣｌ２

と反応して、ＣａＣｌＯＨが生成される。ＣａＣｌＯＨは、例えば、３００℃以上の高温
に加熱されると、緻密で強度の高い焼結体を形成する。この焼結体が、飛灰の固化の原因
であると考えられる。
【００３１】
　一方、飛灰に水酸化カルシウム等のカルシウム成分を混合してから加熱すると、加熱処
理工程において、カルシウムの作用でＣａＣＯ３を生成する反応がおきる。すなわち、カ
ルシウム成分を添加することでＣａ（ＯＨ）２とＣａＣｌ２との反応を阻害して、固化の
原因成分であるＣａＣｌＯＨの生成を抑制させることで、固化を低減させることができる
と考えられる。
　しかし、水酸化カルシウム等を多量に飛灰に添加すると、飛灰にカルシウムが多く残留
することになり、後述する洗浄工程において、飛灰を洗浄した際に、洗浄液にカルシウム
が多く溶解することになる。
【００３２】
　本実施形態で、飛灰に混合するダストは、カルシウムを１０質量％以上４０質量％未満
含むセメント製造設備の排ガス中に含まれるダストであるため、水酸化カルシウムや消石
灰と比較して少ないカルシウム量でも、同等以上の固化抑制効果が得られる。
　前記セメント製造設備の排ガス中に含まれるダストが、このような高い固化抑制作用を
生じる詳細な理由は不明であるが、おそらく、セメント製造設備の排ガス中に含まれるダ
スト中に含まれる他の成分が、カルシウムと協働して、より、ＣａＣｌＯＨの生成を抑制
させる作用があるものと推測できる。
【００３３】
　本実施形態の処理方法における加熱処理工程の処理条件は、例えば、３００℃以上６０
０℃以下、好ましくは４００℃以上５００℃以下の温度で、１０分以上１８０分間以下、
好ましくは、３０分以上６０分間以下程度である。
　前記範囲の処理条件であることで、飛灰中のダイオキシンを十分に分解できると同時に
、固化を効果的に抑制することができる。
【００３４】
《洗浄工程》
　前記加熱処理工程の後に、前記加熱された混合物を洗浄する洗浄工程を実施する。
　本実施形態の洗浄工程は、前記加熱処理後の飛灰とダストの混合物を、例えば、洗浄槽
内に洗浄液と共に導入して、攪拌することで飛灰中の塩素等を除去することができる。
　洗浄水は、上水、処理水、蒸留水などの水の他、これらの水に各種成分を配合した洗浄
液等が挙げられる。
　前記洗浄液としては、塩酸、硫酸、硝酸等の酸の水溶液等が挙げられる。
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　前記飛灰には、アルカリ成分が含まれるため、洗浄水で洗浄するときに、スラリーは強
アルカリになり、飛灰中に金属が含まれている場合には、該金属が洗浄液中に溶出しやす
くなる。かかる金属の溶出を低減するために、前記加熱処理後の混合物と、洗浄液とのス
ラリーがｐＨ８～１０程度の弱アルカリ性、好ましくは、ｐＨ７．０前後の中性になるよ
うに、ｐＨ３程度に調整された酸性溶液を洗浄液として用いることが特に好ましい。
【００３５】
　前記洗浄工程は、例えば、洗浄槽中で、５℃以上４０℃以下の洗浄液中に混合物を混合
したスラリーを１分以上３００分間以下の時間、所定の強さで攪拌しながら洗浄すること
が挙げられる。
【００３６】
　前記洗浄工程を実施した後、本実施形態の飛灰の無害化処理方法では、前記スラリーを
固液分離する固液分離工程を実施してもよい。
　固液分離をする手段は、フィルタープレス、ベルトプレス、遠心分離機、デカンター等
の公知のろ過装置を用いることができる。
　かかる固液分離工程で、固体成分として分離された処理済の飛灰は、セメント原料とし
てセメントキルンなどに投入することで利用することができる。
　本実施形態の処理方法で処理された飛灰は、ダイオキシンが十分に分解されているため
、セメント原料として利用した場合でも、セメントにダイオキシンが混入することが抑制
できる。
　一方、固液分離工程で分離された液体成分の洗浄液は、飛灰の固化防止のために水酸化
カルシウムや消石灰を添加した場合に比べて、カルシウムの溶出量を少なくすることがで
きる。従って、洗浄掃装置、洗浄液の排出管等にカルシウム成分が析出することを抑制で
きる。
【００３７】
　本実施形態の飛灰の無害化処理方法は、処理後の飛灰をセメント原料として利用する場
合に、前記セメント原料からセメントが製造されるセメント製造設備内において実施して
もよい。
　この場合、処理後の飛灰を同一セメント製造設備内で原料として利用することができ、
処理後の飛灰の移送コスト等が低減できるという利点がある。
　また、本実施形態の飛灰の無害化処理方法は、ダストが発生するセメント製造設備と同
一のセメント製造設備内で実施してもよい。この場合、同じセメント製造設備内において
発生した前記各ダストを用いることができ、ダストの移送コストが低減できるという利点
がある。
　さらに、本実施形態の飛灰の無害化処理方法は、一つのセメント製造設備内で実施し、
該セメント製造設備内から発生するダストを利用して飛灰の処理を行い、処理後の飛灰を
該セメント製造設備内でセメント原料として利用してもよい。
【００３８】
　尚、本実施形態にかかる飛灰の無害化処理方法は以上のとおりであるが、今回開示され
た実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えられるべきである
。本発明の範囲は前記説明ではなくて特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲と
均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意図される。
【実施例】
【００３９】
　以下、本発明の実施例について説明する。
【００４０】
（ダスト）
　本実施例では、セメント製造設備のキルンの窯尻に設けられた脱塩バイパスから排出さ
れたガスを冷却して、サイクロンで分離されたダスト（脱塩バイパスダスト）及び電気集
塵機ダスト（ＥＰダスト）を準備した。
　前記各ダストは、サイクロンまたは電気集塵機で分離された後は、貯留槽に密閉状態で
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保管したものを用いた。
　本実施例で用いたダストの成分については、表１に、脱塩バイパスダストの成分を、表
２にＥＰダストの成分を示す。
　尚、ダストの成分は、前処理として、酸溶解あるいはアルカリ溶融し、ＩＣＰ発光分光
分析装置（ＩＣＰ：スペクトロ社製）、フレーム原子吸光装置（原子吸光分析装置：日立
ハイテクノロジーズ社製）等を用いて測定できる。
　本実施例においては、装置は前記ＩＣＰ発光分光分析装置を用いた。
【００４１】
【表１】

【００４２】
【表２】

【００４３】
（水酸化カルシウム）
　比較例の飛灰に前記各ダストに代えて混合する水酸化カルシウムとして以下のものを準
備した。
　水酸化カルシウム：純度９５％以上、関東化学株式会社製、試薬１級
【００４４】
《カルシウム量の算出》
　前記脱塩バイパスダスト、ＥＰダストおよび水酸化カルシウムのカルシウム量を表１お
よび表２より以下の式（１）を用いて算出した。
　その結果、脱塩バイパスダストのカルシウム量は２２質量％であり、ＥＰダストのカル
シウム量は３９質量％であり、水酸化カルシウムのカルシウム量は５１質量％であった（
水酸化カルシウムの純度を９５％として計算）。
 
　Ca量＝CaO成分（％）×Caの原子量（40.1）／CaOの分子量（56.1）・・・（１）
【００４５】
（飛灰）
　都市ごみ焼却処理設備から排出された飛灰を準備した。
　本実施例で用いた飛灰の成分は表３に示す通りである。
　尚、成分の量は前記各ダストと同様に測定した。
　さらに、強熱減量はＪＩＳ　Ｒ　５２０２に準じて、９５０℃の電気炉にて加熱し、減
少した質量を測定した。
【００４６】
【表３】

【００４７】
《飛灰の加熱による硬度の変化》
　前記飛灰を電気炉（装置名：小型ボックス炉、光洋サーモシステム社製）で１時間加熱
した後の飛灰の硬度を測定した。加熱温度は、３５０℃、４００℃、４５０℃、５００℃
である。
　硬度は、土壌硬度計（装置名：中山式土壌硬度計、藤原製作所製）を用いた。結果を図
１に示す。
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　図１に示された結果から、温度が高くなるにつれて硬度は上がるが、特に４５０℃を超
えると急激に硬度が上がることがわかる。
　硬度が高いということは、すなわち、飛灰の固化が進んでいることを示している。
【００４８】
《ダスト／水酸化カルシウムの混合量による硬度の変化》
　次に、前記飛灰に脱塩バイパスダスト、ＥＰダストまたは水酸化カルシウムの混合量を
変えて混合した混合物を加熱した場合の硬度を測定した。
　実施例として、脱塩バイパスダストまたはＥＰダストを、飛灰との混合物の全体量に対
して、０質量％～４０質量％まで５質量％刻みで混合した混合サンプルを作製し（実施例
１、２）、それぞれ、５００℃、１時間で、前記電気炉を用いて加熱した後、前記土壌硬
度計を用いて硬度を測定した。
　比較例としては、実施例の脱塩バイパスダストまたはＥＰダストに代えて水酸化カルシ
ウムを混合した混合サンプルを作製し、同様に加熱後の硬度を測定した。
　尚、混合サンプル中に含まれるカルシウム量から添加カルシウム量を換算し、該添加カ
ルシウム量による硬度への影響を、図２乃至４に示す。
　また、水酸化カルシウム単独の硬度をゼロとして、水酸化カルシウムをダストに添加し
た場合に予想される硬度低下の基準線を図２乃至４中に直線で示した。
　また、表４に、飛灰に各ダスト又は水酸化カルシウムを、５質量％、１０質量％、２０
質量％混合した場合の、添加カルシウム量を換算した値を示す。
【００４９】
【表４】

【００５０】
　図２乃至４および表４から明らかなように、実施例１及び２では、水酸化カルシウムを
飛灰に混合した比較例よりも添加Ｃａ量が少なくても、同等の硬度に抑制できていた。
【００５１】
《流動性の測定１》
　実施例１で使用した脱塩ダスト、ＥＰダスト及び比較例で使用した水酸化カルシウムの
流動性についてかさ比重を測定して比較した。
　流動性の測定方法は、まず、口径８５ｍｍ、足外径８．３ｍｍ、足長８１ｍｍの漏斗を
用いて、高さ１００ｍｍから容量５０ｍｌの円筒形の容器に、ダスト又は水酸化カルシウ
ムを落下させながら、自然状態で詰めた場合の重量を測定し、軽圧縮時のかさ比重を求め
る。次に、その容器を２０回地面に軽く叩き、ダストまたは水酸化カルシウムを充填し、
次に漏斗からさらに、ダスト又は水酸化カルシウムを落下させ、山盛りにし、また２０回
容器を地面に軽く叩き、ダスト又は水酸化カルシウムを充填し、容器上面が均一になるよ
う、へらですりきり、高さを一定にする。その後充填したときのかさ比重測定し、重圧縮
時かさ比重として求める。
　重圧縮時かさ比重から、軽圧縮時のかさ比重を引いた値を、かさ比重差として求める。
　かさ比重差が小さいほど、詰まりづらく、流動性が高い粉体である。
　結果を表５に示した。
【００５２】
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【表５】

【００５３】
　表５に示す結果より、脱塩バイパスダストおよびＥＰダストは、水酸化カルシウムに比
べ流動性が高いことがあきらかである。
【００５４】
《流動性の測定２》
　実施例で使用した脱塩バイパスダスト、ＥＰダスト及び比較例で使用した水酸化カルシ
ウムの流動性について、安息角を測定して比較した。
　ダスト、水酸化カルシウムを３０ｇずつ準備し、漏斗（口径８５ｍｍ、足外径８．３ｍ
ｍ、足長８１ｍｍ）を用いてそれぞれ高さ１００ｍｍからプラスチック板上に落下させ、
山型に層を形成した時の斜面が水平面となす角度（図５に示す角度）を測定する。
【００５５】
　結果は、脱塩ダスト２２°、ＥＰダスト３５°、水酸化カルシウム５０°であった。す
なわち、各ダストの方が水酸化カルシウムよりも流動性が高いことがあきらかである。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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